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● 民間賃貸住宅の経営者を核とした唯一の全国規模の公益社団法人

● 設 立 ：昭和44年11月、社団法人として活動開始
 平成24年4月、公益社団法人に移行

● 支 部 ：104支部

● 会 員 ：18,883会員（正会員18,834名 特別賛助会員8社、賛助会員41社）

無料相談調査・研究 空き室情報
の提供

公益事業三本柱

（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会について

情報提供
〔会員限定〕

その他事業



関係団体との連携

連携・協力

日本で唯一の全国規模の家主の公益法人。国民の「安心・安全・快適な住
環境の整備」と家主の健全な賃貸住宅経営のために活動

連 携

要 望

全 管 協
〔全国賃貸管理ビジネス協会〕

要 望

【賃貸住宅対策議員連盟】
〔ちんたい議連：国会議員で構成

された日本最大級の議員連盟〕

連 携

【自民党ちんたい支部】
〔賃貸経営に関する要望を行政

に発信するため全都道府県に

職域支部を設置〕

【全国賃貸住宅経営者政治連盟】
〔ちんたい協会が取りまとめた要望を

ちんたい議連を通じて政府に提言〕

管理会社のネットワークを通じて有益な経営ノウハウを公開・共有
するなど、会員会社の事業発展のために活動

賃貸管理業の法制化、賃貸不動産経営管理士の国家資格化など、
賃貸管理業の発展のために活動

連携・協力

日 管 協
〔(公財)日本賃貸住宅管理協会〕

【各関係省庁】

国土交通省

厚生労働省

内閣府･総務省・法務省

警察庁･消防庁・観光庁

など

ちんたい協会
〔(公社)全国賃貸住宅
経営者協会連合会〕

【全国賃貸住宅

     修繕共済協同組合】
賃貸住宅の大規模修繕費用

に係る共済組合

支 援



２．公益目的事業 ３本柱の報告

① 空き室情報の提供
（被災者への住宅支援含む）

② 無料相談

③ 調査研究

１．住宅政策等への要望活動報告



家賃への消費税非課税化

「家賃取り立て規制法案」の廃案

民間賃貸住宅を活用した新たなセーフティネット制度の創設

共済制度を活用した大規模修繕積立金の経費算入

入居者死亡に伴う賃貸借契約の解約や残置物の処分に係るｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

賃貸型応急住宅（みなし仮設）の構築と各種弾力的運用

住宅扶助費（生活保護）の家主への代理納付の促進

住宅政策等への要望活動①-1

個人では発信の難しい賃貸住宅オーナーの声を集約し、総意を持って活動することで、

オーナーをはじめとした賃貸住宅業界の要望の実現を目指します。

要望実現（一例）



住宅政策等への要望活動①-2

無料相談

SN制度関連

法務省関連

厚労省関連

法務省関連

要望書



住宅政策等への要望活動②-1

日本の住宅政策の大元になる「住生活基本計画」を議論する会議。5年に一度見直し

を行うために開催される。ここで決定したものを基に、各都道府県が住宅政策を策定。

社会資本整備審議会 住宅宅地分科会



住宅政策等への要望活動②-2

改正住宅セーフティネット法に係る要望内容（住宅宅地分科会 発表資料抜粋）

【提言】

居住サポート住宅の数を確保し、持続的に運用するためには、

家主が「これだったら安心！」と思えるよう、特にソフト面に適切な補助を求める。

①居住支援法人について

・持続的に取組めるよう事業費の補助（見守り、福祉へのつなぎ、死後事務）

②居住サポート住宅制度について

・家賃低廉化補助の実施（３つのサポートで家賃上昇）

・部屋の広さは生活保護単身者の住宅扶助を参考に15㎡以上

③死後事務委任について

・受任者が報酬を受け取れる環境の確保（特に生活保護受給者）

・既存入居者も後から契約しやすいよう環境整備

④認定家賃債務保証会社について

・住宅金融支援機構（JHF）の再保険9割→10割

・再保険の対象は滞納家賃だけでなく、訴訟費用や原状回復費用なども対象



２．公益目的事業 ３本柱の報告

① 空き室情報の提供
（被災者への住宅支援含む）

② 無料相談
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１．住宅政策等への要望活動報告



空き室情報の提供①-1

住宅確保要配慮者向けの空き室情報ポータルサイトの運営

安心ちんたい検索サイト連絡協議会

被災者、高齢者、ひとり親世帯等の住宅困窮者を

対象とした「安心ちんたい検索サイト」を運用。

サイトに連携して頂いている大手不動産サイト

運営会社との協議会を定期的に開催し、

国土交通省の幹部職員を招いて住宅政策等について

情報交換を実施。

検索サイト



空き室情報の提供①-2

住宅確保要配慮者向けの部屋探しの相談対応



ちんたい協会
〔本部〕

国土交通省
〔住宅の所管〕

内閣府
〔災害救助法〕

被災自治体

全管協日管協

情報提供
協議・相談

協議・相談

相談

ちんたい協会
〔支部〕

協力要請

現地対策本部

会員会社 会員会社
物件提供
人員派遣

協
議
・
相
談

※日管協：(公財)日本賃貸住宅管理協会

※全管協：全国賃貸管理ビジネス協会

空き室情報の提供②-1 被災者支援活動

賃貸型応急住宅（みなし仮設）の提供  〔相関図〕 みなし仮設とは



国土交通省

内閣府

被災自治体

全
管
協

日
管
協

支
部

・被災状況の提供（住宅被害、現地の様子など）

・被災県の動向報告（賃貸型の開始時期、必要戸数など）

・賃貸型の提供可能戸数の確認

・その他、質問対応

・被災状況の共有（住宅被害、現地の様子など）

・被災県の動向共有（賃貸型の開始時期、必要戸数など）

・賃貸型実施における課題の整理（弾力的運用、イレギュラー対応など）

・賃貸型実施における要望、相談、提言

・業界団体に対する要望、質問、相談

・被災状況の共有（住宅被害、現地の様子など）

・賃貸型の要件整理（スキーム、家賃上限額など）

・申請書類、契約書類の確認

・受付体制の検討（コールセンター・相談窓口の設置、協力店リスト作成など）

・随時、情報共有や課題解決への相談など

・現地対策本部の設置

・相談窓口、コールセンター対応

・会員（家主・不動産事業者）への賃貸型の周知と協力要請

・斡旋業務

・随時、情報共有や課題解決への相談など

空き室情報の提供②-2 被災者支援活動

関係者との主な活動内容



② 災害訓練実施【自治体】

③ 勉強会・検討会参加【自治体】

⑤ 情報交換、課題検討【内閣府】

⑥ 災害救助法担当者全国会議にて講演（毎年5月）【内閣府】

⑦ 各種検討会等への参加【内閣府、内閣官房等】

① 防災イベントへの出展

④ 説明会・勉強会等にて講演【自治体・不動産事業者等】

空き室情報の提供②-3 被災者支援活動【平時の活動】

平時の活動



① 賃貸型応急住宅の協議【内閣府・自治体】

③ コールセンターの設置【対策本部（現地又は東京）】

② 説明会参加【市役所・避難所等】

④ 相談窓口対応【市役所・避難所等】

14

空き室情報の提供②-4 被災者支援活動【災害時の活動】

災害時の活動



２．公益目的事業 ３本柱の報告
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② 無料相談
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１．住宅政策等への要望活動報告



無料相談①

大項目 合計

賃貸契約 608

修繕 455

原状回復・敷金返還 295

管理クレーム 261

解約・立退き 224

賃貸商慣行アドバイス 204

制度・法律のアドバイス 157

その他 95

隣人トラブル 81

転居相談 77

家賃滞納 58

サブリース 58

管理委託契約 53

賃貸経営アドバイス 38

合計 2664

家主・入居者の方々を対象とした賃貸住宅に関する様々な相談や、

住宅確保要配慮者(高齢者、生活保護受給者等)からの転居相談のためのコールセンターを設置。

2024年度 相談件数：2,664件（22年度2,129件、23年度1,975件）

報告書

相談内容の内訳（大項目）

コールセンター対応

https://www.chintai.or.jp/tmp/20250415-2-5.pdf


無料相談②

賃貸住宅トラブルに関するよくある質問に関して、国土交通省の解釈を基に1問1動

画で分かりやすく解説。順次、動画をアップしてまいります。

Q&A動画

Q&A動画



２．公益目的事業 ３本柱の報告

① 空き室情報の提供
（被災者への住宅支援含む）

② 無料相談

③ 調査研究

１．住宅政策等への要望活動報告



調査研究①

〔制作協力〕

国土交通省、厚生労働省、内閣府、総務省、法務省、金融庁、観光庁、消防庁、消費者庁、出入国在留管理庁

ＳＮ制度 空き家障害者 民 泊サブリース残置物処分

制
度
周
知

入
居
促
進

被災者 生活困窮者ひとり親 生活保護 特定技能外国人技能実習生高齢者

家主が住宅確保要配慮者を受け入れる際の諸問題に対する

不安解消のための制度や、流通している商品をガイドブックという形で紹介。

また、国の住宅政策に関する制度周知のガイドブックも作成。

全国の都道府県市区町村及び福祉事務所へ電子提供しています。

ガイドブック



各省庁との情報交換、委員会等への参加、各種調査や制度等の普及促進への協力等により、

多くの関係省庁と連携し、「安心・安全・快適な」住生活の提供に尽力しております。

(公社)全国賃貸住宅経営者協会連合会

【国土交通省】
住宅局
・住宅政策課
・住宅総合整備課
・安心居住推進課
・住宅生産課
・建築指導課
・市街地建築課

不動産･建設経済局
・不動産業課
・不動産市場整備課
・社会資本整備政策課

総合政策局
・安心生活政策課

【厚生労働省】
老健局
・高齢者支援課

社会･援護局
・保護課・地域福祉課

こども家庭局
・家庭福祉課

人材開発統括官
・海外人材育成担当参事官室

【内閣府】
・防災担当
・共生社会政策担当

【総務省】
統計局
・国勢統計課
・消費統計課
・労働力人口統計室

地域力創造グループ
・地域自立応援課

【警察庁】
生活安全局
・地域課

刑事局
・犯罪対策課
・特殊詐欺対策室

【消防庁】
・予防課

【観光庁】
・観光産業課

【法務省】
・出入国在留管理庁

調査研究②-1



・社会資本整備審議会 住宅宅地分科会

日本の住宅政策の策定

賃貸住宅業界の発展

・賃貸住宅標準契約書改訂検討委員会
・賃貸借トラブルに係る相談対応研究会
・不動産ストック再生・利用推進検討会議
・賃貸住宅管理業法の施行に向けた検討会
・家賃債務保証の情報提供等に関する検討会
・民間賃貸住宅の計画修繕の推進方策に関する検討会

被災者の住まい確保

・被災者の住まいの確保策検討ワーキンググループ
・大規模災害時における被災者の住まいの確保策に関する検討会
・大規模・広域災害時の災害救助事務の連携強化に関する協議の場
・救助実施市・包括県等広域連絡会議
・資源配分計画等検討会
・首都直下地震対策検討WG

住宅困窮者の住まい確保

・安心居住政策研究会
・障害者差別解消に係る意見交換会
・低所得･低資産高齢者の住まいと
生活支援のあり方に関する調査研究

・新たな住宅セーフティネット検討小委員会

民間賃貸住宅での犯罪防止

・空き室不正使用問題連絡会

新たな業態の体系整備

・民泊サービスのあり方に関する検討会

・住まい支援の連携強化のための連絡協議会

3省連携[厚労省･国交省･法務省]

調査研究②-2

関係省庁主催の委員会等への参画 〔政策提案〕



公益社団法人 全国賃貸住宅経営者協会連合会 〔略称：ちんたい協会〕

ご清聴ありがとうございました。
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